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①横浜地決平成 19 年 6 月 4 日⑴
②大阪地決平成 20 年 3 月 31 日⑵
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Ⅱ．神戸地決平成 28年 1月 21 日と大阪高決平成 28 年 3月 28 日




神戸地裁乙事件は、債務者 X（定期傭船者）が民事執行法 189 条、117 条
1 項の「債務者」に当たるかが争点であるが、神戸地裁は、民事執行法 189












人（本店は日本）である。Y は、①平成 27 年 6 月 19 日上海港、②同 27 年
7 月 7 日大阪港、③同 27 年 7 月 13 日上海港と 3 度にわたり船舶用燃料油を
本件船舶に供給した（以下、①ないし③の個別契約を「本件燃料供給契約①」
等という）。なお、Y と訴外 A（香港明徳有限公司。中国に事務所を有する
法人）は代理協議書を作成し、その中で Y が A に対して船舶燃料業務の中
国市場での開拓を委託し、A は Y の取引業務に協力する等の条項が設けら
れていた。Y は本件燃料供給契約①ないし③に基づく燃料売買代金を受け
取っていないと主張して、平成 27 年 10 月 21 日に神戸地裁に対して、当該










甲事案につき X の執行異議の申立てを認容、乙事案につき Y の執行異議
の申立てを却下。
Ⅰ．「船舶先取特権は法定担保物権であるからその成立については、通則法















の代金債権であるところ、本件各燃料供給契約の買主を X 又は A のいずれ
であると解するとしても、本件各燃料供給契約の当事者間において、契約締
結の際に準拠法についての合意をしたような事実は一件記録上うかがえない













原審は、平成 28 年 1 月 21 日、一般の先取特権又は商法 842 条に定める先
取特権の存在を証する文書（民事執行法 189 条、181 条 1 項 4 号）が提出さ
れておらず、本件競売開始決定は違法であるとして、X 有限公司の執行異議
申立てを認め、本件競売開始決定を取り消し、本件競売開始申立てを却下す
るとともに、X 有限公司が同法 117 条の「債務者」に該当するとして、Y 株
式会社の執行異議申立てを却下した（原決定）。
これに対し、Y 株式会社は、同月 26 日、原決定の取消し及び本件競売手
続の続行を求めて執行抗告をした。




本件船舶については、〔平成 27 年 6〕月 17 日、A 有限公司から Y 株式会
社に対し、売主を Y 株式会社、買主を A 有限公司、供給価格を 1 メトリッ
クトン当たり 380 米ドル、供給量を 200 メトリックトンと記載した「燃料油
用命書」が出され（甲 5 の 2）、これに対し、同月 18 日、Y 株式会社から A
有限公司に対し、売主を Y 株式会社、買主を A 有限公司と記載した上記と
同内容の「燃料油注文確認書」が出された（甲 5 の 3）。なお、同月 19 日の
C 港での本件船舶に対する燃料油供給量は 195.10 メトリックトンであった
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（甲 5 の 5）。
イ　Y 株式会社は、A 有限公司に対し、7 月 3 日付け請求書により、本件
船舶への前記ア記載の燃料供給に基づく売買代金 7 万 4138 米ドル（195.10
メトリックトン× 380 米ドル）を、Y 株式会社名義の銀行預金口座に振り込
む方法により支払うよう請求した（甲 5 の 6）。
ウ　A 有限公司は、X 有限公司に対し、同月 10 日付け請求書により、本
件船舶の 6 月 19 日の C 港での 195.10 メトリックトンの燃料油供給に係る売




〔同様に、燃料供給の売買代金として、Y 株式会社は A 有限公司に、1 万
7091.12 米ドルを、A 有限公司は X 有限公司に、1 万 7392.02 米ドルを、請
求した（乙 3）。〕
（3）　本件燃料供給契約〈3〉について
〔同様に、燃料供給の売買代金として、Y 株式会社は A 有限公司に、6 万
3082.50 米ドルを、A 有限公司は X 有限公司に、6 万 3858.90 米ドルを、請
求した（乙 2）。〕
（4）　Y 株式会社による支払催告先について

















これらの事実は、むしろ、本件各燃料供給契約が Y 株式会社と A 有限公司
との間で締結されたことを推認させるものであり、上記文書によって Y 株
式会社と X 有限公司との間で同契約が締結されたと認めることはできない。
なお、前記認定のとおり、X 有限公司が提出する文書（乙 1 ないし 3）に
よれば、A 有限公司は自己の名で相手方に対して売買代金の支払を請求し
ており、その請求額は、Y 株式会社の A 有限公司に対する請求額よりも単
価が増額されているのであり、この事実からも、本件各燃料供給契約が Y
株式会社と A 有限公司との間で締結され、さらに X 有限公司に転売された
ことが裏付けられる。
（3）　この点につき、Y 株式会社は、A 有限公司に対し代理権を授与して
おり、A 有限公司が Y 株式会社の燃料油供給契約の締約代理店であるから、








Y 株式会社と A 有限公司との間で価格交渉を重ねて「燃料油注文確認書」
等を取り交わして契約内容を確定し、Y 株式会社から A 有限公司宛ての請





















































（2）民事訴訟法 5 条 7 号について
賀集唱＝松本博之＝加藤新太郎編『基本法コンメンタール民事訴訟法 1』
36 頁以下〔東孝行〕（日本評論社、第 3 版追補版、2012）は、民事訴訟法第
5 条第 7 号に関して、「本号の趣旨」として、概ね次のように述べる⒁。
「船舶に関する強制執行、競売（民執 189 条・113 条）の関係で、船舶を担
保とする債権に基づく訴えもその船舶所在地に提起できるとしたほうが船舶
の移動可能性からみて便利であるので、本号の裁判籍が設けられた（民執
113 条・119 条・189 条参照）。物的裁判籍である（斉藤秀夫ほか編『注解民







船舶を担保とする債権は、船舶の抵当権（平 15 法 134 回生商 848）およ
び質権（同 850 条）の付された債権である（前掲注解（1）277 頁〔小室＝
松山〕、前掲注釈（1）179 頁〔高地〕、菊井 = 村松〔秋山幹男ほか〕・新コン









頁〔小室＝松山〕、前掲注釈（1）180 頁〔高地〕、前掲新コンメⅠ 116 頁）。」〔な







の概念、「船舶のトン数の速度に関する法律」（昭和 55 年法律 40 号）の内容
につき、香川保一監修『注釈民事執行法（4）』7 頁以下・34 頁以下〔浦野〕（金
融財政事情研究会、1983 ～ 95）参照）。船舶の国籍、登記の有無、外国船舶・
無国籍船舶につき登記能力の有無（日本船舶については商 686 条 2 項参照）
を問わない。






書で足りる（民執 189 条。商 842 条に定める先取特権を例示するが、ほかに
国際海運 19 条・船主責任制限 95 条・油濁 40 条など、船舶先取特権のすべ
てを含む。民執 112 条に定める登記船舶上の動産先取特権につき、東京地判











































頁以下（有斐閣、1972）、秋田地決昭和 46 年 1 月 23 日下民集 22 巻 1・2 号
52 頁、高松高決昭和 60 年 5 月 2 日判タ 561 号 150 頁、広島高決昭和 62 年 3





辺惺之『国際私法概論〔第 3 版〕』142 頁以下（有斐閣、1998）、近藤＝大橋
編『民事執行の基礎と応用〔補訂版〕』257 頁以下〔杉原麗〕（青林書院、
1998）参照。裁判例にも、船舶先取特権の成立・効力の準拠法は法廷地法た
る日本法であるとするもの（東京地決平成 3 年 8 月 19 日判時 1402 号 91 頁、







NBL312 号 36 頁、同・三ヶ月古稀（下）207 頁以下、菊池洋一・ジュリ














執行の制度（民執 114 条 1 項・120 条）が設けられた以上、旧法当時（民訴




櫻田嘉章＝道垣内正人編『注釈国際私法第 1 巻』604 頁以下〔増田史子〕（有












































盾しない。―Staudinger/Nöll §8，Rn 67 SchiffsRG もしかりである。
Ⅱ．1 債権者権の発生に対して基準となる法
27．1．1999 年 5 月 21 日の法律の前の判決
1999 年 5 月 21 日の契約外の諸債務関係に対してと物に対しての国際私法
の発効まで、当該諸債権者権に対する物に関する制定法の規定は論争があっ
た。ハンブルクの HOLG の確定判決後－すでに HGZ 1894，85；HGZ 1899, 
169 もしかり；（1975 年 1 月 9 日の判決－ 6 U 49/71 および 132/72 ならびに
11/71）VersR 1975，826，830；（1978 年 11 月 9 日判決－ 6 U 47/78）VersR 
1979，933 （“Johann Blumenthal”）; VersR 1989，1164；（1989 年 8 月 6 日判
決－ 6 U 135/88） TranspR 1989 374 = IPRax 1990，400，Mankowski/
Kerfack 注 解 372 頁 以 下 = VersR 1989，1164（“Globe Oceanic”） は、
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Zweigert/Drobnig VersR 1971 581，590 で、船舶債権者権が生じている債
権法に関して関連づけられた－これに加えて詳しくは Koukakis 60 頁以下。
「ドイツの海運に実際に重要な判決の主要部のこの判決（Mankowski. . . 
TranspR 1990, 213, 214）」に、Bremen HOLG（1994 年 10 月 6 日の判決－
2 U 29/94）IPRspr 1994 Nr.606 = TranspR 1995, 302（”Delaware Bay”）は
従っていた。
28．2．民法施行法 43 条、44 条、46 条による法
a）民法施行法 45 条
この判決は、1999 年 5 月 21 日の、契約外の諸債務関係のための、および
物権のための国際私法の法律の民法施行法－ BGBl Ⅰ 1026 頁－ 45 条による





（1）1Rechte an Luft-, Wasser- und Schienenfahrzeugen unterliegen dem 
Recht des Herkunftsstaats. 2Das ist
1. bei Luftfahrzeugen der Staat ihrer Staatszugehörigkeit,
2.  bei Wasserfahrzeugen der Staat der Registereintragung, sonst des 
Heimathafens oder des Heimatorts,
3.  bei Schienenfahrzeugen der Staat der Zulassung.
（2）1Die Entstehung gesetzlicher Sicherungsrechte an diesen Fahrzeugen 
unterliegt dem Recht, das auf die zu sichernde Forderung anzuwenden ist. 















BT － Drucks 14/343，18 頁，Zweigert/Drobnig VersR 197, 581, 590f．を
参照。これは、上の Rn 25 以下で引用されている判決と一致し、〔その判決は〕






イツ法により適切に至った－すでに LGHamburg（1963 年 4 月 30 日－ 13 O 
265/62）MDR 1963, 765 これはオランダ法による 1 食糧供給者の事例；OLG 
Oldenburg（1974 年 6 月 7 日判決）VersR 1975, 271 これは 1 つの修繕契約
の実施が生じる 1 債権のものであり、以下の理由をもって判断している。す
なわち、ドイツ法が知らない 1修繕債権者権は、1船舶抵当権に対して後順
位でなければならない〔という理由である〕。－またそのように第 43 条第 2
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項 に 関 し、BTDrucks 14/343 18 頁；Schaps-Abraham Vor §754 aF Rn 










Vollmer 98 頁が、これを Herber の意味でドイツの諸供給業者の競業損害と
して、そして、ドイツの船主にとってかろうじて受け入れ可能な付加的そし
て単独の不利とみなすならばである。すでにこの理由で、Palandt/Thorn 




b）民法施行法 43 条、46 条
45 条 2 項 2 文によって、複数の諸担保権の優先順位に対しては民法施行
法 43 条 1 項が基準となる。
43 条は次のような本文である：
Art. 43
Rechte an einer Sache
（1）Rechte an einer Sache unterliegen dem Recht des Staates, in dem sich 
船舶先取特権の準拠法をめぐる諸問題（志津田） 81
die Sache befindet.
（2）Gelangt eine Sache, an der Rechte begründet sind, in einen anderen 
Staat, so können diese Rechte nicht im Widerspruch zu der Rechtsordnung 
dieses Staates ausgeübt werden.
（3）Ist ein Recht an einer Sache, die in das Inland gelangt, nicht schon 
vorher erworben worden, so sind für einen solchen Erwerb im Inland 









民法施行法 43 条 1 項により、ある 1 つの物への権利は当該物が在る当該
国の法に定められる。このことは、次のことを意味している。すなわち、当
該権利の主張の時点の die lex rei sitae が適用を受けるということである。
すなわち、ドイツの裁判所の前でこれらの権利の主張の際は、die lex fori、
すなわちドイツ法ということである。もちろん、以下の場合には、民法施行




致して確定する場合にはである。－ BT Drucks 14/343 の 18 頁。実際 45 条
は次のような場合に適用されるだけである。すなわち、当該諸当事者が当該
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債権の制定法を選択しなかった場合にである－ Stoll IPRax 2000，25，




Besteht mit dem Recht eines Staates eine wesentlich engere Verbindung 
als mit dem Recht, das nach den Artikeln 43 und 45 maßgebend wäre, so 
ist jenes Recht anzuwenden.
〔志津田仮訳〕第 46 条　本質的により緊密な関係








Robert Force（青戸照太郎ほか訳），Admiralty and Maritime Law，
2004，151 頁以下（日本海運集会所、2009）は、「法の抵触」として、概ね
次のように述べている。




forum non conveniens の法理に基づき当該事件を却下するかどうかを検討
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し、却下されないときは、外国法の下で生じたマリタイム・リーエンを強制







































































秋田地決昭和 46 年 1 月 23 日、東京地判昭和 51 年 1 月 29 日下民集 27 巻
1-4号 23頁判時 837号 69頁、高松高決昭和60年 4月 30日判タ 561号 150頁、


























































え（性質決定論をとらない点で、平塚・ジュリ 420 号 125 頁の考え方に近い）、
さらに物権準拠法として債権発生時の現実所在地の法、さらに船舶が別の地
で差押えや競売にかけられる場合は新所在地としての差押所在地の法のもと












条理としても 13 条 2 項の解釈としても退け、成立時（原因事実完成時）の
現実の所在地法を適用した点で、従前の裁判例と異なる。
この種の船舶先取特権については妥当であろう。ただし、判旨が旗国法を

























































































密接な関係がある地の法による（法適用 8 条 1 項）。前記 1 ⑧裁判例は、法
適用通則法 8 条 1 項により、燃料供給業者の常居所地法を準拠法として推定
すると判断するが、嶋教授は、本件燃料供給契約の債権者の関係する事業所
の所在地法を探求し、これを各契約の準拠法と推定すべきであるとするが



























大阪高決平成 28 年 3 月 28 日は、次のように判断する。
甲事件について、
































確認の訴え（大判大正 15・3・18 民集 5 款 185 頁）、強制執行の申立て、第
三者意義の訴え（大判昭和 7・7・22 民集 11 巻 1629 頁）などである。しかし、
債務者自身が訴訟を開始した後は別であり、執行手続きにおける即時抗告、
上訴の提起、執行方法に関する異議などの訴訟上の個々の行為につき、債権





「商法及び国際海上物品運送法の一部を改正する法律」が平成 30 年 5 月









2018 年〔平 30〕改正前の商法は、第 3 編第 7 章を「船舶債権者」として
そのなかに船舶先取特権に関する規定を設けていた。
「商法及び国際海上物品運送法の一部を改正する法律」は、2018 年 5 月 25
日に法律第 29 号として公布されたが、改正商法は、その第 3 編第 8 章は「船




















































































法学 12 号 125 頁（2017）はつぎのように述べている。「今回の商法等改正法
案は、現在の法理論を反映した画期的なものと思われるが、例えば、同法案











復刊 61 号 27 頁（2018）は、「船舶金融の実務では、国ごとに制度が異なり、
種類も多様な船舶先取特権が大きな障害となっているが、ケープタウン条約
は先取特権の種類を整理しない（書く締約国が宣言により指定した先取特権
は登録された国際担保権に優先する（本条約 39 条・40 条））ので、この問
題の解決にはならない。」と述べている36。
当事者の利益等も勘案した具体的妥当性を論じる際、アメリカの状況は参
考になる。増田教授によると、連邦第 2 巡回区控訴裁判所などの、第 5 巡回
控訴裁判所のほかは、Lauritzen v. Larsen, 345 U.S. 571（1953）で示された
7 または 8 の要素（①不法行為地、②旗国法、③被害者のドミサイル、④船
主のドミサイル、⑤契約締結地、⑥外国法廷地の利用可能性、⑦法廷地法、







⑶ 文献番号 2008WLJPCA07186004、松井＝黒澤・前掲注（1）35 頁以下、大西徳二郎「フ
ランス判例法理からみるわが国の船舶先取特権の準拠法－わが国における近時の裁判
例を主な対象として－」流経法学 17 巻 1 号 21 頁以下（2017）。
⑷ 松井＝黒澤・前掲注（1）36 頁。
⑸ 文献番号 2008WLJPCA09086006。松井＝黒澤・前掲注（1）36 頁以下、大西・前掲注
（3）23 頁以下。
⑹ 判時 2236 号 135 頁、D1-Law.com 判例体系・判例 ID28224892、文献番号 2014WLJP
CA03206007。 増田史子「判批」ジュリ 1486 号 107 頁以下（2015）、佐野寛「判批」
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⑺ 海事法研究会誌 232 号 70 頁以下（2016）。中野俊一郎「判批」JCA ジャーナル 64 巻
10 号 32 頁以下（2017）、大西・前掲注（3）26 頁以下。
⑻ 海事法研究会誌 232 号 70 頁以下（2016）、文献番号 2016WLJPCA01216004。嶋拓哉「判
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ではなくⅠの表示であり、45 条は（2）項の中身がⅡ項とⅢ項に分かれている）、45
条 1 項 2 号の “oder” が “und” となっており、また、46 条では “43 und 45” が “43 bis 
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⒅ William Tetley，International maritime and Admiralty Law 2002 pp.512 et seq.
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な解決の模索も必要といえよう。野原昌子氏（海上保安庁）の 2018 年第 68 回日本海
法学会報告レジュメ「2007 年の海難残骸物の除去に関するナイロビ国際条約の批准が
与える影響について」なども参照。
31 箱井崇史『基本講義現代海商法』232 頁以下（成文堂、第 3 版、2018）、松井信憲＝大
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京女法学　第 15 号104
付録：卑見の判断プロセスと判断構造を図示すると、以下のようになろう。
＊ 1　 　2007 年海難残骸物の除去に関するナイロビ国際条約などの検討およびこのような条約の批准の検討
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＊ 2　 　中野俊一郎「準拠外国法の内容不明」石川明＝三木浩一編『民事手続法の現代的機能』761 頁以下（信
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